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日本語によるビジネス・コミュニケーション
　　　　　　　　　　　　をめぐる研究動向

近藤　彩

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　要　　旨

　本研究は，日本語によるビジネス・コミュニケーションをめぐるこれまでの研究を，（1）ビジネス活動の研究（2）ビジ

ネスのやり取りの研究，（3）日本語学習に関する研究，（4）これまでの提言・助言の4つの焦点に基づく研究として分類し

概観した。この分野の発展のためには，これまでの先行研究を踏まえた研究を充実させることがまず必要である。その上

で，他分野（多分野）と連携した新しい学際的な視点の研究が求められる。ビジネス関係者を対象にする日本語教育関係

者は，これまでのビジネス日本語という枠に留まらず，急激に変化する社会や経済状況に迅速に対応しながら研究を進め

日本人と外国人双方の支援にあたる必要があると考える。

【キーワード】ビジネス・コミュニケーション，ビジネス関係者，日本語学習，研究動向

1．日本語によるビジネス・コミュニケーションの

到来

　近年，日本語によるビジネス・コミュニケーショ

ンは国内外でひろがりを見せ，研究の意義が年々深

まっている。しかしながら，ビジネス・コミュニケ

ーションの実態を明らかにした研究は依然，数少な

い。日本語教育の現場やビジネスの現場に還元でき

るような研究を行うことが急務であるが，その前に

これまでの研究と調査を整理しておく必要がある。

2．本研究の目的

　本研究は，日本語によるビジネス・コミュニケー

ションをめぐるこれまでの研究を概観し，分類する

ことを目的としている。その上で，今後の研究の可

能性を提示する。なお，本発表では，研究と調査報

告のみを扱う。李（2002）では，先行研究を①企業

内コミュニケーション，②企業外コミュニケーショ

ン，③セールストークの3つに分類しているが，セ

ールストークは通常企業外コミュニケーションに含

まれる。また，①と②が，ビジネス日本語教育現場

でより多く扱われていると述べられているが，セV－・・

ルス場面というのは，国内外の日本語教育現場でニ

ーズがある。特に，観光業に力を入れているオース

トラリアではさらなる研究が待たれている。加えて，

①から③までの下位分類に，言語面であるか文化面

であるかということが設けられているが，両者に跨

る研究も少なくない。例えば，近藤（1998）は，①

の企業内コミュニケーションに分類されているが，

実際には②の企業外コミュニケーションの要素も含

んでいる。こられを踏まえ，本研究では新たな研究

も含め分類を行った。

3．ビジネス・コミュニケーション研究の概観

3．1　ビジネス活動に関する研究

　本研究では先行研究を大きく4っの焦点に基づ

く研究として分けた。第1はビジネス活動に焦点が

置かれた研究で，主に質問紙による量的研究であり，

4つの領域の中で最も早くから行われたというのが

特徴である。例えば，日本のビジネス社会や，日本

人ビジネス関係者に対する在日外国人ビジネス関係

者の持つ印象や生活実態を捉えることを目的とした

調査研究（第一勧業銀行　1986）がある。秋山

（1994）は日本人ビジネス関係者の「企業活動とこと

ば」に焦点を当て話しことばの役割と課題にっいて

調査している。海外においては，現地日系企業に勤

務する日本人駐在員と現地人スタッフを対象に日本

語を使用することで生じる問題点を明確にすること

を目的とした調査研究（小林1993，1994，木下

1994），日本と海外の双方における企業活動で生じ

た摩擦や誤解の要因を明らかにすることを目的とし
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た調査研究（日本貿易振興会ビジネスコミュニケー

ション研究委員会　1995，1996）がこれに含まれる。

Lorrain（1997）はマレーシアの松下の工場における

日本人とマレーシア人のマネージャとの対人関係に

関する日常の社会的実践の記述を行っている。近藤

（1998，2002）は，質問紙調査により外国人が仕事

上感じている問題点を明らかにし，それらの問題点

と属性の関係を明らかにした。以上の研究はビジネ

ス関係者の実態を浮き彫りにしたという意味で意義

があるが，研究の数は少なく，更なる研究が期待さ

れる。

3．2　ビジネスのやり取りの研究

　第2はビジネスのやり取りの研究であり，商談

や会議，セールス場面を扱った研究が多く，日本人

ビジネス関係者を対象とした研究，外国人ビジネス

関係者を対象とした研究，日本人と外国人の双方を

対象とした研究（接触場面の研究，比較対照研究）

の3つに大別できる。日本人ビジネス関係者を対象

とした研究は杉戸・沢木（1979）が挙げられる。た

だし，これはビジネス・コミュニケーションの中に

はそもそも位置づけられていないが，衣服の売買，

すなわちセールストークという研究対象から，この

領域の先駆的なものして位置づけられよう。現代日

本語研究会（1997）では，主に職場での文末形式の

「わ」の使用，笑いなど言語や非言語についてのミ

クロな分析がされている。李（2001）では，談話分

析の話段という枠組みを使用した打ち合わせの会話

の機能に注目する研究である。

　接触場面の研究や文化ごとの対照研究は，海外で

先行して進められてきた。前者は商談（セールスト

ーク）についてのMarriott・Yamada（1991）がある。

近藤（2000，2001，2002，2004b）は，日本人と韓

国人の商談について，言語管理理論や受け入れスト

ラテジーなどの分析手法を用いインターアクション

をミクロに分析した研究である。後者は日米比較の

Tsuda（1984）や日豪比較のMarriott・Yamada

（1991）と山田（1992）があり，双方ともセールス場

面を扱っている。また，社内会議の場面では，米国

においての日米比較のYamada（1992，1997）が挙げ

られる。日本においての社外会議を扱ったのは，近

藤i（2004a，2004c）がある。また，　Mullholland

（1997）は，依頼，承諾，認識についてを，Miller

（2000）は否定的な表現を質的に分析し文化による

前提の違いがコミュニケーションの衝突に影響を与

えていることを示している。なお，外国人ビジネス

関係者同士の日本語によるやり取りの研究は現在の

ところ行われていない。今後の研究が待たれる。

3．3　日本語学習に関する研究

　第3の日本語学習に関する研究には，高見澤

（1987）は米国外交官対象の授業，丸山（1991）は

ビジネス分野の専門家の役割，佐野（1993，2000）

と田丸（1994）は米国のビジネス・スクールについ

ての報告などが含まれる。清（1995，1997，1998）

はビジネス・コミュニケーションの支障点について

待遇表現やスピーチレベルなどの観点から探り，且

っ待遇表現の実践報告をしている。池田（1996）は

話し言葉の語彙調査を，松本他（1998）は，経済分

野の授業報告を行っている。鶯生・舛見蘇・トムソ

ン（1997）はオーストラリアの観光日本語の授業報

告である。島田他（1998，1999）は，企業における

外国人の日本語使用の実態や日系企業のニーズ調査

を行っている。島田（2002）はビジネス文書の評価

についてである。香港でのさまざまな試みは上田

（1995），宮副（1999）等に紹介されている。

3．4　提言・助言

　第4の提言・助言は，西尾（1994，1995），高見

澤（1994），水谷（1994），木下（1994），近藤

（2002）などがこの範疇に入る。近藤（2002）のみ

が調査研究ややり取りの研究の結果をもとに提言を

しているが，それ以外のものはデータ分析に基づく

ものではない。しかしながら，早い段階から日本語

によるビジネス・コミュニケーションの役割や課題

を指摘した内容となっている。

4．まとめ

　発表時間に制限があるため，今回取り上げられな

かった研究と研究内容にっいては次回に譲りたい。

この分野の研究の発展のためには，これまでの先行

研究を踏まえた研究を充実させることのみならず，

他分野（多分野）と連携した新しい視点を持っ研究

も必要と考える（近藤他2001b）。その分野とは，

異文化コミュニケーション，ビジネス・経済，社会，

学校教育，学習論，組織論，言語政策，文化政策等

と多岐に渡る。日本語教育関係者は，変化している

社会，経済状況に迅速に対応しながら研究を進め，

これまでのビジネス日本語という枠にとらわれるこ

となく，共生日本語を目指し，日本人と外国人双方

の支援にあたる必要があると考える。
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